
令和元年度第２回長野県契約審議会次第 

日時 令和元年（2019年）９月 11日（水） 

13時 30分から 16時まで 

場所 長野県庁議会棟３階 第１特別会議室 

１ 開 会 

２ 会議事項 

(1) 審議事項 

ア 前回審議会の主な意見 

(2) 報告事項 

ア 建設工事における適正な労働賃金の支払を評価する総合評価落札方式の実施状況と結果  【取組番号 75】 

  イ 発注者指定型週休２日工事の導入 

ウ 契約に関する取組方針に基づく実施状況 

・ 建設工事等における受注希望型競争入札の実施状況 【取組番号 3】 

・ 製造の請負等３契約の契約状況 【取組番号 3】 

・ 清掃・警備業務における最低制限価格制度、複数年契約の実施状況 【取組番号 18,28,37,76】 

３ その他 

４ 閉 会 



資 料 一 覧 表 

審議事項 

ア 前回審議会の主な意見 ・・ 資料１ （Ｐ１） 

報告事項 

ア 建設工事における適正な労働賃金の支払を評価する総合評価落札方式の実施状況と結果 ・・ 資料２ （Ｐ２） 

イ 発注者指定型週休２日工事の導入 ・・ 資料３ （Ｐ６） 

ウ 契約に関する取組方針に基づく実施状況 

・ 建設工事等における受注希望型競争入札の実施状況 ・・ 資料４ （Ｐ７） 

・ 製造の請負等３契約の契約状況 ・・ 資料５ （Ｐ９） 

・ 清掃・警備業務における最低制限価格制度、複数年契約の実施状況 ・・ 資料６ （Ｐ10） 



令和元年度第２回長野県契約審議会（９月 11日（水）開催）

長野県契約審議会 委員名簿 
（敬称略、五十音順） 

氏 名 経 歴 ・ 役 職 等 備 考 

碓 E

う す

A AE井 E

い

A AE光 E
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AE大 E

お お

A AE窪 E

く ぼ

A AE久 E

く

AAE美 E

み

AAE子 E

こ

信州大学農学部教授 出 席
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は ら

A みどり 一級建築士 出 席

AE小 E

お

A AE澤 E
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A AE吉  則 E
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一般財団法人長野経済研究所理事・調査部長 出 席 
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一般社団法人長野県建設業協会顧問 出 席
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A AE村 E
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A AE子 E

こ

信州大学経法学部教授 
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A AE本 E
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公認会計士 

AE堀 E
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A AE越 E
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よ

税理士 

AE柳 E

やなぎ

A AE澤 E

さ わ

A AE修 E
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A AE嗣 E

じ

A

弁護士 出 席

AE湯 E

ゆ

A AE本 E

も と

A AE憲 E

の り

A AE正 E

ま さ

A

自治労長野県本部副中央執行委員長 出 席

AE吉 E

よ し

A AE野 E

の

A AE洋 E

よ う

A AE一 E

い ち

国土交通省 中央建設工事紛争審査会特別委員 出 席

AE渡 E

わ た

A AE辺 E

な べ

A  ひさみ 中小企業診断士 出 席 

（９名出席予定） 

(任期３年、平成 29年９月１日から令和２年８月 31日まで） 



項　　目
取組
番号

委員 意見の要旨 対応案等

前回審議会の主な意見 － 奥原委員

キャリアアップシステムに関して
①現段階の県内登録者数はどのくらいか。
②全国登録者数が当初予定より少ない中で、一人親方の登録を周知徹底してもらいたい。
③技能者・企業が評価され、受注機会増加につながる制度になるよう推進してもらいた
い。

　①建設キャリアアップシステムの現段階での登録者数は把握しておりません。
　②③建設キャリアアップシステムは技能労働者の処遇改善や企業評価等を目的としたも
のであり、登録促進に向けた検討を行ってまいります。

堀越委員
　見直しの要素の一つに「労働賃金の適正な水準の確保」があり、さらには働き方改革の
下で色々な問題を解決しなくてはならない状況の中で、一般管理費については人件費も含
まれているにもかかわらず、その率の見直しが行われない理由は何か。

　技能労働者の賃金は、直接工事費に含まれており、失格基準価格の上限値の設定に当
たっては、直接工事費に掛ける係数は100％として設定しています。

奥原委員
　県所有の建物の管理・運営は別の団体に移管しているところ、そのような別の団体の入
札案件では低価格で落札されているものが見受けられる。別の団体にも県と同様の入札制
度を設けていただくよう切望する。

　県は、県営住宅等の県有施設の一部について、長野県住宅供給公社（以下「公社」とい
う。）に管理及び修繕工事等を委託しています。公社は、県とは別の外郭団体であり、独
自の規程に基づいて入札手続を進めています。
　先般、委員からのご意見及び県の入札制度等を説明し、公社から以下の二点について報
告を受けました。

【建設工事関係】
　国、県ほか県内自治体及び他公社等の低入札価格調査制度等を参考にしながら、公社の
契約関係要領等の見直しを実施（令和２年度適用を予定）。

【保守点検業務委託関係】
　低入札価格調査制度の適用については県の動向を注視し、当面は現状を維持したい。

大窪委員
　見直しの上げ幅である２％という数値は、他県の状況を踏まえた上で県として適当と考
えているということでよいか。

　平成31年３月下旬に国の基準が見直しされたことを受け、今後、本県と同様に、他県に
おいても基準の見直しが行われる見込みであり、引き続き、国や全国の落札率の推移等を
注視してまいります。

大窪委員 　価格以外の評価点の配点を6.25～7.25点とした理由は何か。

　地域貢献等簡易型では、通常の総合評価で評価をする技術力や施工実績などの評価項目
の配点を抑え、災害時の緊急活動や、除雪活動などの「地域貢献度」等を評価項目に設定
し、全体の配点バランスを考慮したものです。価格以外の評価点の配点については、試行
状況を検証し、評価項目や項目の配点バランスを併せて検討してまいります。

柳澤委員
　対象工事が、「予定価格5,000万円未満の土木一式工事」と「予定価格3,000万円未満の
とび・土工・コンクリート工事」に区切られているが、この数字の根拠は何か。

　地元企業の受注機会の拡大を図ることを目的しており、地域要件を地域振興局とする工
事を対象としています。

碓井会長
　この方式を導入した場合に、今まで下請として携わっていた事業者が元請として受注可
能となると想定されるか。

　これまでは、工事成績点や実績を重視していたため、地元企業であっても工事を受注す
ることができない場面がありましたが、本方式では、工事成績点を抑え、地域貢献度など
の加点項目を設定していること及び県発注の手持ち工事量による減点加点を行うことか
ら、地元企業が元請としての受注機会の拡大が図られると想定しています。

入札参加資格の登録等の状況
20
等

堀越委員
　森林整備業務の入札参加資格の登録状況に関し、森林整備は今後も不可欠である中で、
登録者数の減少に歯止めをかける対策を検討する必要があるのではないか。

　入札により実施している森林整備業務は減少にありますが、森林整備は着実に進んでお
ります。

注　網かけ部分は、前回審議会で説明、回答が十分でなかった部分を補足した項目

建設工事における失格基準の見直
し

16

建設工事における総合評価落札方
式（地域貢献等簡易型）の試行

62

　前回審議会の主な意見　［令和元年度第１回契約審議会(６月６日）］ 資料１
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建設部 技術管理室 

  ［取組番号 75］ 

１ 試行の内容 

・ 下請次数は土木：２次、建築：３次までに制限。 

・ （下請者から提出される）見積書に基づき下請契約を締結。 

・ 発注者が指定した特定工種（以下、「指定工種」）の労務費見積総額を設計労務費の  
87.5％以上とすること。（令和元年 8 月 1 日以降の公告案件は 89.5％以上） 

・ 発注者が労働賃金の支払実態等の調査を行う際には、受注者は支払書類等を提示
し、調査に協力。 

・ 上記の項目の誓約者へは、総合評価落札方式の価格以外の評価点を 0.5 点加点。 

※下請者については、見積・契約と同額の支払を受けたことを証する「請負代金受
取報告書」を提出。

２ 試行案件の入札状況（H28 年度～H30 年度、及び R 元年度 8 月末現在） 

３ 下請契約・支払等の状況（工事しゅん工・関係書類提出済…64 件） 

(1) 下請契約次数について 

下請次数の制限を守れなかった工事は２件。 

(2) 下請契約・支払の状況 

 (3) 下請契約における標準見積書の活用状況 

建設工事における適正な労働賃金の支払を評価する 
総合評価落札方式の実施状況と結果

落札
案件数

応札者

107件 102件 (95.3%) 716者 663者 (92.6%)

うち試行内容
誓約者が落札

うち
試行内容誓約者

下請者数

工事全体 400者 400者 (100.0%) 264者 (66.0%) 399者 (99.8%)

指定工種 135者 135者 (100.0%) 123者 (91.1%) 64件 (100.0%) 135者 (100.0%)

見積書に基づく
契約

うち
標準見積書※

の活用

指定工種に係る
労務費見積額が
設計の87.5%以上

請負代金
受取報告書

の提出

※標準見積書 ： 法定福利費を内訳明示した見積書

下請者数 下請者数

H28 17件 83者 67者 (80.7%) 33者 28者 (84.8%)

H29 35件 282者 166者 (58.9%) 79者 72者 (91.1%)

H30 12件 35者 31者 (88.6%) 23者 23者 (100.0%)

計 64件 400者 264者 (66.0%) 135者 123者 (91.1%)

年度
工事全体 指定工種

うち標準見積書活用 うち標準見積書活用
案件数

資料 2-1 
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４ 試行結果の考察（効果と課題） 

(1) 効果について 

・ 「指定工種」に係る下請負者からの労務費の見積額は、概ね設計額と同額とな

っており、元請企業から下請企業への、適切な水準の労働賃金相当額の支払が

行われていることは確認できた。 

・ 標準見積書の活用については、本試行においては徐々に浸透が進んでいる。 

・ 下請契約の重層化の解消には効果があった。 

(2) 課題について 

・ 県が工事の積算の際に使用している標準歩掛は、労務費、材料費、機械経費等が

明確に区分できない工種が増えており、本試行の「指定工種」が設定できない状

況となってきている。 

・ 「指定工種」以外の工種に係る労務費相当額の元請企業から下請企業への支払

や、企業から技能労働者へ適正な労務費が支払われているかについては、本試行

では確認することが難しい。 

５ 今後の展開 

・ 標準見積書の活用は、下請契約額における労務費相当額及び法定福利費を明記

することにより、労務費の明確化と社会保険の未加入対策に寄与するととも

に、企業側の意識向上につながる。 

⇒ 標準見積書の活用を、試行案件にとどまらず全ての工事に拡大していく必要

がある。 

・ 本試行のみでは適正な水準の労務費の支払を確保することは難しい。 

⇒ 建設工事全体で処遇改善に向けた取組を行う必要がある。

技能労働者の処遇改善に向けた新たな取組へ発展させる 
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技 能 労 働 者 の 処 遇 改 善 に 向 け た 新 た な 取 組

元請企業と下請企業の適正な労務費を含む工事請負契約の締結を促すため、県が発注する全
ての工事で労務費と労務費に対する法定福利費の内訳を明示した『標準見積書』の活用促進に向
けた取組を行います。

取組① 標準見積書の活用促進

取組内容

１．『標準見積書』の作成手順等を県ホームページに掲載
２．『標準見積書』の活用を建設業界全体に周知・啓発
３．『標準見積書』を活用した下請契約を結ぶよう、元請企業に要請
４．県が行う元下調査において『標準見積書』の活用状況を確認
５．社会保険料の未加入業者を下請け企業としない取組の拡大

効 果

○ 『標準見積書』の活用による適正な労務費の確保
○ 法定福利費の確保による社会保険未加入対策の推進
○ 技能労働者の処遇の改善と、それに伴う人材の確保と技能の継承を実現

建設部 技術管理室

「建設キャリアアップシステム」とは
システムに登録した技能労働者一人ひとりの就業履歴や資格取得などの情報が蓄積
し、技能労働者の適切な評価や処遇、工事の品質向上、現場管理の効率化などにつ
なげるシステム

取組② 建設キャリアアップシステムの活用推進

技能労働者への適正な賃金支払いにつながる『建設キャリアアップシステム』の普及促進に向けた
取組を行います。

取組内容

１．登録業者等に対し、入札参加資格付与における新客観点数での加点を検討
２．総合評価落札方式においてキャリアアップシステムを現場で運用する企業の評価を検討

効 果

○ 技能労働者の処遇改善及び現場管理の効率化

取組③ 「日給制」「日給月給制」から「月給制」への移行促進

常用雇用者への賃金の支払い形態を「月給制」への移行を促進する取組を行います。

取組④ 経営者の意識調査結果を踏まえた取組及び建設企業への要請

アンケート結果を踏まえ、有効な対策を検討・実施するとともに、あらゆる機会を通じて建設企業に
対し、技能労働者への適正な賃金の支払い等の処遇改善を要請します。

取組内容

１．「月給制」への移行促進に向け、入札参加資格付与における新客観点数での加点(減点)を検討
２．上記①、②を含めた取組の効果を確認する「労務費モニタリング調査(仮称)」の実施を検討

効 果

○ 技能労働者の処遇の改善と、週休２日などの建設企業の働き方改革を促進

「標準見積書」イメージ

「労務費モニタリング調査」調査表（イメージ）

出典：東日本建設業保証株式会社

出典：国土交通省 【建設キャリアアップシステム運営協議会資料「建設キャリアアップを活用した技能者の処遇改善に向けた取組」】

「標準見積書」とは
下請企業が元請企業（直近上位の注文者）
に対して提出している見積書を従来の総額による
ものではなく、その中に含まれる労務費や法定福
利費を内訳として明示したもの

労務費モニタリング調査（仮称）
各取組が適正な水準の賃金支払いなど
技能労働者の待遇改善につながっているか
をモニタリング

技能労働者

住所 ×××

〇〇 株式会社

Ｌ （消費税込）

（内訳）

数量 歩掛 単価 金額

○○工事  材料費 Ａ

 労務費 Ｂ

 経費（法定福利費を除く） Ｃ

小計 Ｄ＝Ａ+Ｂ+Ｃ

法定福利費

 法定福利費事業主負担額 対象額 料率 金額

 雇用保険料 Ｂ ｐ Ｅ＝Ｂ×ｐ

 健康保険料 Ｂ ｑ Ｆ＝Ｂ×ｑ

 介護保険料 Ｂ ｒ Ｇ＝Ｂ×ｒ Ｉ

 厚生年金保険料

（子ども・子育て拠出金含む）

 合　計 Ｂ ｔ Ｉ＝Ｂ×ｔ

小　計 Ｊ＝Ｄ＋Ｉ

消費税等 Ｋ＝Ｊ×〇％

合　計 Ｌ＝Ｊ＋Ｋ

　□□□株式会社　殿

 見積金額

項　　目

Ｂ ｓ Ｈ＝Ｂ×ｓ

1

2

3

4

5

労務費

合計

賃金等の内訳

臨時の給与

（ボーナス等を１月

あたりに換算）

実物支給額

（通勤代、食糧費

等を１か月あたり

に換算）

基本給等
日給

支払額

左記のうち

当該工事以外
日数

普通作業員

普通作業員

日給

日給

月給

日給

月給

労働日数

番号
給与

形態
職種名

25

20特種作業員

ブロック工

法面工

資料2-2
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建設部 技術管理室

１ 目 的 

２ 取組内容 

３ 今後の予定 

建設業に関わる経営者の意識調査（アンケート）の実施 

（１）調査対象 

建設業許可を受けている企業 約 3,700者及び建築現場従事者(一人親方) 

（２）調査方法 

メール及び郵送等 

（３）調査内容 

①経営状況 ②人材確保状況 ③賃金支払の状況 ④事業承継 ⑤経営改善の取組

⑥県の施策の認知度 ⑦今後の施策要望・将来展望 等について、

工事の受注形態（公共・民間別、元請・下請別）、請負工事の内容（土木・建築別） 

  で集計 

（４）実施期間 

８月下旬に発送済 

９月下旬を締切りとして回収 

資料 2-3 

○年度内に回収したデータを集計し、結果をとりまとめる。

○調査結果をもとに、必要な施策の検討を行う。

地域防災や地域経済の根幹を支える建設業が持続的に発展するため、事業承継や担い

手確保・育成などの建設業界が抱える課題を把握し、必要な施策を構築することを目的

とする。 
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建設部 技術管理室 

１ 目 的 

２ 取組内容 

３ 実施時期 

４ 今後の予定 

（１）対象工事 ・発注者が指定する工事（緊急を要する工事、機械設備工事を除く） 

（２）取組内容 ・入札公告時等に、週休２日工事に取組むことを指定 

・あらかじめ週休２日の実施に必要な工期を設定するとともに、労務費、

機械経費（賃料）、間接工事費（共通仮設費・現場管理費）について、週

休２日工事を達成した場合と同等の補正を行い、工事を発注 

（３）評 価 等 ・週休２日（完全・相当）を行った場合に、工事成績で加点するとともに、 

履行実績証明書を発行 

・週休２日が未達成の場合、達成度に応じて、労務費、機械経費（賃料）、

間接工事費（共通仮設費・現場管理費）を変更 

発注者指定型週休２日工事の導入 

建設現場の働き方改革を推進し、建設業の持続的な担い手確保に資するため、平成３０

年４月から、「施工者希望型週休２日工事」に取り組んでいます。 

さらなる推進を図るため、「発注者指定型週休２日工事」を導入しました。 

令和元年９月１日以降に入札公告等を行う工事から実施 

機械経費

（賃料） 共通仮設費 現場管理費

※１ 達成度は、達成は４週８休、概ね達成は４週７休、一定程度達成は４週６休に相当。

　　 工事完成日とは、片付けを含む現場作業が完了する日。

　 　28.5％とは、週休２日の場合の現場閉所率（28.5 ≒ 2/7）。

1.01 1.01 1.02

補正係数

労務費

1.05 1.04 1.04 1.05

間接工事費

※２ 達成率　＝　
（現場閉所日数）

｛（工事着手日から工事完成日までの期間）－（工場製作と一時中止の期間）｝×28.5％

達成率
※2

100 ％以上 

87.5 ％以上 

75 ％以上 

達　成

概ね達成

一定程度達成

1.03 1.03 1.03 1.04

1.01

達成度
※1

週休２日の実績を有する技術者を評価する総合評価落札方式について、令和２年度から

の導入に向けて検討 

資料３ 
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Ⅰ　受注希望型競争入札の状況

 １ 建設工事  （環境部・農政部・林務部・建設部・企業局）

　(3) 地域別(10ブロック）の動向

11.8 92.9

56

1,731

　(1) 平成30年度・令和元年度の状況
注）集計は、開札日を基準としている。（森林整備を除く）

平均参加者数(者） 平均落札率(%)区　　分

93.0

211 8.4 92.9

106 10.6

10.9 92.90 0 56

93.6

183 5.1 93.2

135 5.6

92.8

238 6.0 93.1

188 7.3

93.2

146 8.2 93.4

250 8.3

93.0

139 5.9 93.7

134 5.9

93.1211 8.612 4 195

6.6 93.1

93.1

98 8.6 93.1

78

7.51,867 88 48

平均参加者数（者） 14.5 7.0 6.4 6.8

93.1

　(2) 近年の入札状況

平成30年度の状況

佐久 上田 諏訪 上伊那 南信州 木曽

8.2合　計 387 15 12

7.5

360

長野 北信

7.0 3.3 5.5 5.0 9.5 7.8

全県

93.1

地元受注率（金額）（％） 52.0 76.0 94.1 81.7

92.5 92.6 93.1

地元受注率（件数）（％） 91.9 88.9 94.0 90.2 94.0 92.2

85.491.9 94.7 88.4 85.9 95.2

92.3 92.4

83.1

平均落札率（％） 92.6

97.0 84.9

92.9 92.7 97.4 93.9 93.8

令和元年度の状況（令和元年6月末現在）

佐久 上田 諏訪 上伊那 南信州 木曽 松本

9.5 12.4 8.2

北ｱﾙﾌﾟｽ 長野 北信 全県

平均参加者数（者） 15.8 7.6 6.1 7.4 6.7

92.1 92.4 93.1平均落札率（％） 93.0 92.5 91.5 92.9 92.6

96.1 86.7 94.4地元受注率（件数）（％） 96.6 87.1 100.0 93.1 94.5

89.7 60.4 78.8地元受注率（金額）（％） 89.3 59.4 100.0 96.7 97.3

平
成
3
0
年
度

4月 0 2 79

5月

85.0 53.0 90.1

93.3 98.1 96.9

98.3 94.3 93.7

1.9 6.1 5.0

95.1 92.9

松本 北ｱﾙﾌﾟｽ

合　計

81

6月 1 2 103

7月 2 2 207

開札合計
　　(件) 応札なし 不調 契約

10月 10 12 113

11月 13 5 165

8月 11 5 172

9月 9 4 225

2月 16 7 227

3月 3 1 142

12月 13 3 118

1月 10 5 124

令和元年度

4月 2 4 92

5月 1 4 73

6月

55,454 73,458 62,232 67,274 46,692 67,700 62,762 63,226 58,306 61,960 72,453 

84.3% 89.4%
89.4% 89.0%

90.4%

91.2% 91.2%
92.7%

92.6%
92.7% 93.1%

80%

90%

100%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

落札額総額と入札参加者数、落札率の推移
落札額総額
（百万円）

落札率

落札金額

平均落札率

平均参加者

12者

11者
11者

13者

11者

8者
7者

11者 11者

9者
7者

建設工事等における受注希望型競争入札の実施状況

［取組番号 3］

建設部 技術管理室
資料４契約に関する取組方針に基づく実施状況
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　(2) 近年の入札状況

Ⅱ　総合評価落札方式の状況（令和元年6月末現在）

 ２ 委託業務　（環境部・農政部・林務部・建設部・企業局）

平均参加者数(者）

18.5

平均落札率(%)

注）集計は、開札日を基準としている。（森林整備を除く）

委
託
業
務

（単位：件）

 １ これまでの実施件数

工
事

0

453

26

平成27年度 平成28年度 平成29年度

17.9 89.7

89.6

164

70 17.9

99

89.7

156 13.3 89.6

207 15.7

89.8

90.0

170 14.9 89.8

153 15.1

89.3

82 14.6 90.1

167 13.7

93 18.3

89.9

191 14.4 89.8

221 16.60 221

1 190

16.2 90.0

89.9

174 15.2 90.0

89.9

15.5 89.8

50 16.4

16.5

89.9

合　　計

区　　分

計

平成30年度

技術等提案型

簡易型

簡易Ⅱ型

計

技術等提案型

簡易型

簡易Ⅱ型

228

601

5

387

－

392

3

464

－

467

4

207

－

211

603

4

297

－

301

768 1,085

5

581

346

932

1,602

備  考

技術等提案Ⅱ型を含む

H30.1以降実施

技術等提案Ⅱ型を含む

H29.6以降実施

484

4

562

104

670

6

367

5

　(1) 平成30年度・令和元年度の状況

区　　分
開札合計
　　(件) 応札なし 不調 契約

平
成
3
0
年
度

4月 0 1 32

5月 0 2 91

6月 0 0 164

7月 0

33

8月 0

9月 1 0 206

10月 2 1 153

11月 3 1 163

12月 2 0 80

1月 2 0 151

2月 0 0 170

3月 0 0 50

合　計 1,687 10 6 1,671

合　計 343 1 3 339

令和元年度

4月 0 0 70

5月 1 1 97

6月 0 2 172

令和元年度

1

120

11

132

102

53

155

287

6,087 6,717 6,721 6,417 6,080 8,006 7,070 6,206 7,618 7,029 10,098 

74.7%
78.3%

83.7%
82.2%

84.1% 84.7% 84.7% 84.8%

89.7% 89.8%

89.8%

70%

80%

90%

100%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

落札額総額と入札参加者数、落札率の推移 落札率
落札額総額

（百万円）

22者 21者

23者 22者 23者 18者 19者
20者 19者

18者

16者

落札金額

平均落札率

平均参加者
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金　額
金額

構成比
平均

落札率

平均
応札者

数

金額
構成比

平均
落札率

平均
応札者

数

（件） （千円） （％） （％） （者） （％） （％） （者）

524 183,679 100.0 76.7 3.0 541 186,093 100.0 76.1 3.0

( 103.2% ) ( 101.3% )

10 60,671 33.0 88.1 2.3 9 46,776 25.1 89.7 2.3

( 90.0% ) ( 77.1% )

514 123,008 67.0 76.5 3.0 532 139,317 74.9 75.8 3.1

( 103.5% ) ( 113.3% )

493 161,990 88.2 75.5 3.1 518 171,668 92.2 75.3 3.1

( 105.1% ) ( 106.0% )

31 21,689 11.8 95.1 1.2 23 14,425 7.8 92.0 1.2

( 74.2% ) ( 66.5% )

うち県内支店なし 2 1,407 0.8 94.7 1.5 4 5,465 2.9 93.5 1.0

2,339 5,211,480 100.0 83.0 2.5 2,188 4,687,877 100.0 83.9 2.4

( 93.5% ) ( 90.0% )

298 4,527,071 86.9 88.1 2.4 240 4,044,137 86.3 87.8 2.5

( 80.5% ) ( 89.3% )

2,041 684,409 13.1 82.3 2.5 1,948 643,740 13.7 83.4 2.3

( 95.4% ) ( 94.1% )

2,081 3,156,948 60.6 83.1 2.5 1,970 2,544,868 54.3 83.8 2.3

( 94.7% ) ( 80.6% )

258 2,054,532 39.4 82.2 2.3 218 2,143,009 45.7 84.4 2.4

( 84.5% ) ( 104.3% )

うち県内支店なし 30 1,304,260 25.0 86.3 1.9 13 146,553 3.1 91.2 1.7

736 6,660,843 100.0 90.0 2.1 886 11,800,611 100.0 90.4 1.8

( 120.4% ) ( 177.2% )

578 5,371,536 80.6 87.5 2.1 540 10,434,123 88.4 88.5 1.9

( 93.4% ) ( 194.2% )

2 1,274 0.0 95.9 1.0 160 66,953 0.6 86.0 1.3

( 8000.0% ) ( 5255.3% )

156 1,288,033 19.3 99.4 - 186 1,299,535 11.0 99.4 -

( 119.2% ) ( 100.9% )

389 2,447,124 36.7 90.6 2.4 480 2,216,105 18.8 90.9 1.9

( 123.4% ) ( 90.6% )

347 4,213,719 63.3 89.4 1.8 406 9,584,506 81.2 89.8 1.6

( 117.0% ) ( 227.5% )

うち県内支店なし 81 991,066 14.9 83.1 2.0 72 1,233,333 10.5 91.2 1.6

3,599 12,056,002 100.0 83.5 2.5 3,615 16,674,581 100.0 84.3 2.4

( 100.4% ) ( 138.3% )

886 9,959,278 82.6 87.7 2.2 789 14,525,036 87.1 88.3 2.1

( 89.1% ) ( 145.8% )

2,557 808,691 6.7 81.1 2.6 2,640 850,010 5.1 82.0 2.4

( 103.2% ) ( 105.1% )

156 1,288,033 10.7 99.4 - 186 1,299,535 7.8 99.4 -

( 119.2% ) ( 100.9% )

2,963 5,766,062 47.8 82.8 2.6 2,968 4,932,641 29.6 83.5 2.4

( 100.2% ) ( 85.5% )

636 6,289,940 52.2 86.8 2.0 647 11,741,940 70.4 88.1 1.9

( 101.7% ) ( 186.7% )

うち県内支店なし 113 2,296,733 19.1 84.2 1.9 89 1,385,351 8.3 91.3 1.6

※個々の数値において端数処理(四捨五入)しているため、合計と合わないところがあります。

※「その他の契約」のうち、公募型見積合わせは平成30年1月から試行開始しました。

平成30年度平成29年度

件　数区　分 件　数
　  　   　（件）
(　前年比　）

金　額
　　　　　　　　（千円）

(　前年比　）

製造の請負

契
約
方
法

一般競争入札

公募型
見積合わせ

県外本店

受
注
者

県内本店

一般競争入札

公募型
見積合わせ

受
注
者

県内本店

県外本店

物件の買入れ

契
約
方
法

その他の契約

一般競争入札

公募型
見積合わせ

※対象機関は、県の本庁及び現地機関で、企業局、県警及び県外の現地機関を除きます。

公募型
プロポーザル

公募型
見積合わせ

※集計対象は、一般競争入札、公募型見積合わせ及び公募型プロポーザル方式で、随意契約（公募型を除く）等は含まれていません。

合　　計

契
約
方
法

一般競争入札

契
約
方
法

受
注
者

県内本店

県外本店

公募型
プロポーザル

県内本店

県外本店

受
注
者

会計局 契約・検査課

製造の請負等３契約の契約状況
【取組番号３】

資料５
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[取組番号 18,28,37,76] 

１ 目的 

庁舎等の清掃業務、警備業務（機械警備を除く。以下同じ。）の契約におい

て、ダンピング受注の防止を図り、受注企業の適正な利潤と担い手の中長期的

な育成を目指すとともに、複数年契約により、県内中小企業者の受注機会の確

保に配慮し、サービスの質の向上、雇用の安定を図る。 

２ 取組内容  

予定価格 100万円以上の庁舎等の清掃、警備業務において、予定価格算定に関

し、国交省建築保全業務労務単価を用い統一積算基準で行い、最低制限価格等を

設定した入札を実施するとともに、複数年契約を行う。 

３ 令和元年度の実施状況 

（１）清掃業務について 

 

清掃・警備業務における最低制限価格制度、複数年契約の実施状況 

③落札率の状況

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

契約件数 43 45 45 47

落札率 82.9% 84.7% 88.8% 88.0%

平均応札者数 4.7 4.6 3.1 3.5

会計局 契約・検査課 
資料６ 

②複数年契約の実施状況

２年契約件数 0 11 9 13

平成２８年度 平成２９年度 令和元年度平成３０年度

契約件数 43 4745 45
内

①最低制限価格制度等の実施状況 （単位：件）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

19 43 43 45

最低制限価格制度 10 41 43 34

低入札価格調査制度 1 1 0 11

24 2 2 2
＊施設の性質上統一積算基準を適用できない案件

統一積算基準適用

統一積算基準未適用　

内

内

＊ ＊ ＊
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（２）警備業務について 

 

 

 

 ③落札率の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

契約件数 16 1 11 4 0

落札率 89.3% 60.4% 96.0% 79.8%

平均応札者数 3.0 2.0 2.5 2.0

②複数年契約の実施状況

11

２年契約件数 10 0 0 0 0

３年契約件数 5 0 11 4 0
＊５件のうち１件は５年契約

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

契約件数 16 1 4 0
内

内
＊

①最低制限価格制度等の実施状況 （単位：件）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

0 0 11 4 0

最低制限価格制度 0 0 11 4 0

低入札価格調査制度 0 0 0 0 0

16 1 0 0 0

統一積算基準適用

統一積算基準未適用

内

内
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